
居宅介護支援事業所ワースリビング座間 運営規程 

 

（事業の目的）  

第１条 株式会社 Worth Living（以下「事業者」という。）が運営する居宅介護支援事業

所 ワースリビング座間(以下「事業所」という。) が行う指定居宅介護支援の事業 (以

下「事業」という。) の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を

定め、要介護状態の高齢者（以下「利用者」という。）に対し、利用者の心身の特性を

踏まえてその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、適正なサー

ビスを提供することを目的とする。  

 

（運営の方針）  

第２条 事業の実施に当たっては、利用者の心身の状況やその環境に応じて、利用者の意

向を尊重し、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的

かつ効率的に提供されるよう配慮して行う。  

２ 事業の実施に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、特定の種類又は特定の居

宅サービス事業者に不当に偏ることのないよう公正中立に行う。  

３ 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支

援事業者、介護保険施設等との連携に努める。  

４ 事業所を他の事業から独立して位置付け、人事・会計・物品等の管理を行う。  

５ 前項のほか、「座間市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める

条例施行規則」に定める内容を遵守し、事業を実施するものとする。  

 

（事業所の名称等）  

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次の各号に定めるとおりとする。  

（１）名 称 居宅介護支援事業所 ワースリビング座間 

（２）所在地 神奈川県座間市緑ヶ丘六丁目 5 番 11 号 

 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第４条 事業所に所属する職員の職種、員数及び職務内容は、次の各号に定めるとおりと

する。 

（１）管理者：介護支援専門員 1 名 

   管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。但し、管理上支

障がない場合は、事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、

施設等の職務を従事することができるものとする。  

（２）介護支援専門員：2 名以上 

   介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供にあたる。  

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次の各号に定めるとおりとする。  

（１）営業日は、月曜日から金曜日までとし、国民の祝日（振り替え休日を含む）、年末年

始（１２月２９日から１月３日）及び会社が定める休日を除く。 



（２）営業時間は、午前８時３０分から午後５時３０分までとする。  

（３）利用者の希望に応じて、時間外及び休日であっても携帯電話等で２４時間対応可能

な体制とする。  

 

（居宅介護支援の内容） 

第６条 提供する居宅介護支援の内容は、居宅サービス計画を作成することとし、指定居

宅介護支援の提供に当たっては次の各号に留意するものとする。 

（１）居宅サービス計画の作成後、利用者及び利用者の家族と継続的に連絡をとり、利用

者の実情や居宅サービス計画の実施状況等の把握を行うものとする。 

（２）利用者の解決すべき課題の変化が認められた場合等、必要に応じて居宅サービス計

画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うものと

する。 

（３）利用者の意思を踏まえて、要介護認定の更新申請等に必要な援助を行うものとする。 

 

（指定居宅介護支援の提供方法）  

第７条 指定居宅介護支援の提供方法は、次の各号に定めるとおりとする。  

（１）居宅サービス計画の作成は、事業所に所属する介護支援専門員が行う。 

（２）指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又は

その家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行う。  

（３）利用者又は家族の相談を受ける場所は、事業所の相談室又は利用者の居宅等で行う。 

（４）使用する課題分析方式は全国社会福祉協議会方式とし、解決すべき課題に対応する

ための居宅サービス計画の原案を作成する。  

（５）居宅サービス計画の原案は、サービス担当者会議を開催して担当者から専門的見地

からの意見を求めることとし、その開催場所は原則として事業所の会議室で行う。た

だし、必要に応じて居宅サービス事業所の事務室等を用いる。  

（６）前号により作成された居宅サービス計画について、利用者及び家族に対して説明し、

文書により利用者の同意を得る。また、作成した居宅サービス計画は利用者及び担当

者に交付する。  

（７）モニタリングに当たっては、少なくとも 1 月に 1 回利用者の居宅を訪問し、利用者

に面接を行い、その結果を記録する。  

（８）居宅サービス計画を変更した場合、利用者が要介護更新認定又は要介護状態の変更

の認定を受けた場合は、サービス担当者会議を開催する。  

 

（利用料その他の費用の額）  

第８条 指定居宅介護支援を提供した場合の利用料は、「指定居宅介護支援に要する費用の

額の算定に関する基準（平成１２年２月１０日厚告第２０号）」に定める額とし、事業

所において法定代理受領サービスを提供する場合には、利用者の自己負担はないものと

する。 

２ 次条の通常の事業の実施地域を越えて行う指定居宅介護支援に要した交通費は、その実

費を徴収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は、通常の事業の実施地域を越え

てから、おおむね片道１ｋｍごとに１０円を徴収する。  



３ 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明 

をした上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。  

 

（通常の事業の実施地域）  

第９条 通常の事業の実施地域は、座間市とする。ただし、これ以外は相談に応じる。

  

（事故発生時の対応）  

第１０条 事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合

には速やかに市や利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。  

２ 利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、

損害賠償を速やかに行う。  

 

（苦情処理等）  

第１１条 事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は自らが居宅サービス計画に位置

付けた指定居宅サービス等において、利用者及びその家族からの苦情があった場合は、

迅速かつ適切に対応するものとする。 

２ 前項の苦情を受けた場合には、当該苦情の内容等を記録するものとする。 

３ 事業者は、介護保険法の規定により市や国民健康保険団体連合会（以下「市等」とい

う。）が行う調査に協力するとともに、市等から指導又は助言を受けた場合は、当該指

導又は助言に従って適切な改善を行うものとする。  

４ 事業者は、市等から改善報告の求めがあった場合は、改善内容を報告する。  

５ 事業者は、自らが居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等に対する苦情の

国民健康保険団体連合会への申し立てに関して、利用者に対し必要な援助を行うものと

する。 

６ 事業者は居宅介護支援に関する相談や苦情については、次の窓口で対応するものとす 

る。利用者及びその家族はその他、市役所や国民健康保険連合会等の苦情処理窓口に苦

情を伝えることができる 

 

相 談  窓  口  居宅介護支援事業所  ワースリビング座間  苦情等相談窓口  

所 在  地  
〒252-0021 神奈川県座間市緑ヶ丘6-13-6 シンワコーポラス

202 

窓 口 開 設 時  間  平日 午前8時30分から午後5時30分まで  

連 絡 先 電話：046-211-0832   FAX：046-289-3001   

担 当  者  管理者：鈴木 恒輔  

 

 

 



(個人情報の守秘義務) 

第１２条 職員は業務上知り得た利用者又はその家族に秘密を保持する義務を負う。  

２ 事業者は利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」「個人情報の保護

に関する法律についてのガイドライン」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとする。  

３ サービスを提供する上で知りえた利用者及びその家族の秘密を正答な理由なく、第三

者に漏らすことはしないものとする。  

４ 秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続するものとす

る。 

５ 従業者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者である

期間及び従業者ではなくなった後においてもその秘密を保持するべき旨を雇用契約の内容

とするものとする。  

 

(虐待防止に関する事項) 

第１３条 事業者は利用者の人権擁護、虐待等防止のため次の措置を講ずるものとす  

（１）虐待防止に関する責任者及び担当者（代表取締役：鈴木恒輔）  

（２）定期的に職員に対して虐待防止のための研修を実施する。  

（３）虐待防止のための対策を検討する委員会を設立し、定期的に会議を開催する。  

（４）事業者はサービス提供中に、当該事業者職員又は養護者（利用者の家族等、利用者

を現に養護する者）による虐待等を受けたと思われる利用者を発見した場合は、高齢

者虐待防止法の規定に基づき、速やかに各担当地域の地域包括支援センターまた市役

所の窓口へ連絡する。  

（５）必要時、成年後見制度や権利擁護事業等の利用を検討する。  

 

(身体拘束の防止に関する事項) 

第１４条 事業者は身体的拘束の防止のため次の措置を講ずるものとする。  

（１）当事業者は原則身体拘束及びその他の行動制限の一切を禁止する。  

（２）身体拘束廃止及び適正化に向けた取り組みをすることを目的に、身体的拘束適正委

員会を設置し、随時会議を行うものとする。  

（３）本人または他の利用者の生命又は身体を保護するための措置として緊急やむを得ず

身体拘束を行う場合は、身体拘束適正委員会を中心に十分に検討を行い、身体拘束に

よる心身の損害よりも、拘束をしないリスクの方が高い場合であって、①切迫性②非

代替性③一時性の３要件を全て満たした場合のみ、本人又は家族の説明同意を得て行

うものとする。また、身体拘束を行った場合はその経過記録を行い、できるだけ早期

に拘束を介助すべく努力するものとする。  

（４）定期的に職員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を実施するものとする。  

 

(業務継続計画の策定に関する事項) 

第１５条 事業者は業務継続計画の策定等について次の通り定めるものとする。  

（１）事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対して必要なサービスの

提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

画（以下「業務継続計画」という）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を



講じるものとする。  

（２）事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施するものとする。  

（３）事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行うものとする。  

（従業者の研修）  

第１６条 事業者は、介護支援専門員の資質向上を図るため、次の各号に定める研修の機

会を設けるものとする。 

（１）採用時研修 採用後 3 ヵ月以内 

（２）継続研修 年 2 回 

（記録の整備）  

第１７条 事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する次の各号に定める

記録を整備し、その完結の日から５年間保存するものとする。 

（１）指定居宅サービス事業者等との連絡調整に関する記録 

（２）居宅サービス計画 

（３）アセスメントの結果記録  

（４）サービス担当者会議等の記録  

（５）モニタリングの結果記録  

（６）利用者に関する市町村への通知に係る記録  

（７）苦情の内容等に関する記録  

（８）事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

２ 事業者は、職員、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備し、その終了した日から

５年間保存するものとする。  

 

附  則 

この規程は、平成 30 年 9 月 1 日から施行する。  

附  則 

この規程は、令和 3 年 5 月 21 日から施行する。 

附  則 

この規程は、令和 5 年 2 月 1 日から施行する。 

附  則 

この規程は、令和 5 年 10 月 28 日から施行する。  

附  則 

この規程は、令和 6 年 5 月 3 日から施行する。 
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１．事業所の概要 

重要事項説明書 

（居宅介護支援） 

事 業 所 名 居宅介護支援事業所 ワースリビング座間 

所 在 地 
〒252-0021  

神奈川県座間市緑ヶ丘６－５－１１ 

事 業 所 指 定 番 号 神奈川県 1464190161号  

連 絡 先 電話：046-211-0832   FAX：046-289-3001   

サービス提供地域 座間市 （その他の地域も相談可能） 

 

２．事業所の職員体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．営業日及び営業時間 

 

営業日 営業時間 

月曜日から金曜日まで 
ただし、 12 月 29 日から 1 月 3 日までと会社が定め
る休日を除きます。 

 

午前8時30分から午後5時30分まで 

 

（注）年末年始（１２／２９～１／３）、土日祝日はお休みとさせて頂きます。 

※ご利用者様の状況に応じて、必要な場合には営業時間以外での居宅介護支援業務を行います。 

職種 従事するサービス内容等 人員 

管理者 

従業者の管理及び利用申込に係る調整、業務の実施

状況の把握その他の管理を一元的に行います。 

従業者に、法令等の規定を遵守させるため必要な指

揮命令を行います。 

1 名 (常勤) 

介護支援専門員 居宅介護支援業務を行います。 
3 名 (常勤) 

1 名(非常勤) 

事務担当職員 事務業務又は事務職務の連絡等を行います。 
 名 (常勤) 

1 名(非常勤) 



2  

４．居宅介護支援の内容 

① 居宅サービス計画の作成 

② 居宅サービス事業者との連絡調整 

③ サービス実施状況の把握、評価 

④ 利用者状況の把握 

⑤ 給付管理 

⑥ 要介護認定申請に対する協力、援助 

⑦ 相談業務 

 

５．サービス利用料及び利用者負担 

※別紙料金表及び居宅介護支援サービス説明書をご参照ください 

 

６．当事業所におけるサービス提供方針は次のとおりです。 

① 要介護者等からの相談に応じ、また要介護者がその心身状況や置かれている環境等に応じて、本

人やその家族の意向等を基に、居宅サービス又は施設サービスを適切に利用できるよう、サービス

の種類内容等の計画を作成するとともに、サービスの提供が確保されるよう指定居宅サービス事業

者、介護保険施設等との連絡調整その他の便宜の提供を行うよう努める。 

② 利用者が要介護状態となった場合においても、利用者が可能な限りその居宅において、その有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮して事業を行う。 

③ 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者自らの選択に基づき適切な保健

医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して

行う。 

④ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される居宅サービス

等が特定の種類または特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行う。 

⑤ 事業を行うにあたっては、利用者の所在する市区町村、在宅介護支援センター、地域包括支援セ

ンター、他の居宅介護支援事業者、介護保険施設等との連携に努める。 

 

７．秘密保持 

 利用者及びその家族に関する秘密の保持についての方針は以下の通りです 

① 事業所及び居宅介護支援専門員は利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」

「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」を遵守し、適切な取り扱いに努める

ものとします。 

② 事業所及び居宅介護支援専門員は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。

但し、居宅サービス計画（ケアプラン）を作成するにあたり、サービス事業者に開示しなけれ

ばならない情報については、事前に利用者又はその家族から、文書で同意を得るものとします。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 

④ 従業者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者である期間及び

従業者でなくなった後においてもその秘密を保持するべき旨を雇用契約の内容とします。 
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８．利用者の居宅への訪問頻度の目安 

介護支援専門員が利用者の状況把握のため、利用者の居宅に訪問する頻度の目安として、要介護

認定有効期間中、少なくとも１月に１回とします。また、この訪問頻度の目安以外にも、利用者

からの依頼や居宅介護支援業務の遂行に不可欠と認められる場合で利用者の承諾を得た場合には、

介護支援専門員は利用者の居宅を訪問することがあります。 

及び主治医に報告しなければならないものとします。 

 

９．事故処理  

居宅介護支援サービス提供に際し、利用者に事故が発生した場合には、速やかに区市町村、利用者

の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、利用者に賠償すべき事故が発生した

場合には、損害賠償を速やかに行うものとします。 

 

１０．暴力等への対応 

利用者とともに、居宅介護支援サービス提供者の人権を守る観点から、暴力等があった場合につい

ては居宅介護支援を中止する場合があります。 

 

１１．虐待の防止について 

 利用者等の人権擁護・虐待防止等のために、以下の通り必要な措置を講じます。 

① 虐待防止に関する責任者及び担当者（代表取締役：鈴木恒輔） 

② 定期的に職員に対して虐待防止のための研修を実施します。 

③ 虐待防止のための対策を検討する委員会を設立し、定期的に会議を開催します。 

④ 虐待等の被害を受けたと思われる利用者を発見した場合、高齢者虐待防止法の規定に基づき、

速やかに各担当地域の地域包括支援センターまた市役所の窓口へ連絡します。 

⑤ 必要時、成年後見制度や権利擁護事業等の利用を検討します。 

 

１２．身体的拘束の防止 

① 事業所は原則身体拘束及びその他の行動制限の一切を禁止します。 

② 身体拘束廃止及び適正化に向けた取り組みをすることを目的に、身体的拘束適正委員会を設置  

  し、随時会議を行います。 

③ 本人または他の利用者の生命又は身体を保護するための措置として緊急やむを得ず身体拘束を 

  行う場合は、身体拘束適正委員会を中心に十分に検討を行い、身体拘束による心身の損害より 

  も、拘束をしないリスクの方が高い場合であって、①切迫性②非代替性③一時性の３要件を全  

  て満たした場合のみ、本人又は家族の説明同意を得て行います。また、身体拘束を行った場合  

  はその経過記録を行い、できるだけ早期に拘束を解除すべく努力します。 

④ 定期的に職員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を実施します。 
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１３．業務継続計画の策定等 

① 感染症及び災害等に係る業務継続計画を作成します。 

② 感染症及び災害等に係る研修を定期的（年１回以上）実施します。 

③ 感染症及び災害等が発生した場合、迅速に行動できるよう訓練を実施します。 

 

１２．相談窓口、苦情対応 

当事業所の居宅介護支援に関する相談や苦情については、次の窓口で対応致します。 

その他、市役所や国民健康保険連合会等の苦情処理窓口に苦情を伝えることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 相談及び苦情の対応 

相談又は電話があった場合、原則として管理者が対応します。管理者が対応できない場合、他の職

員でも対応しますが、その旨を責任者に直ちに報告するものとします。  

 

② 確認事項 

相談又は苦情のあった利用者の氏名、提供した居宅サービス種類、提供した年月日及び時間、担当

した職員の氏名（利用者がわかる場合）具体的な苦情・相談の内容、その他参考事項等を確認しま

す。 

 

③ 相談及び苦情処理期限の説明 

相談及び苦情の相手方に対し、対応した職員の氏名を名乗るとともに相談・苦情を受けた内容につ

いて、回答する期限（原則として翌日までに）を併せて説明します。 

 

 

相 談 窓 口  居宅介護支援事業所 ワースリビング座間 苦情等相談窓口 

所 在 地 〒252-0021 神奈川県座間市緑ヶ丘6-13-6 

窓 口 開 設 時 間 平日 午前8時30分から午後5時30分まで 

連 絡 先 電話：046-211-0832   FAX：046-289-3001   

担   当   者 管理者：鈴木 恒輔 

相 談 窓 口  神奈川県国民保険団体連合会 介護保険課 介護苦情相談係 

所 在 地 〒220-0003 神奈川県横浜市西区楠木町27-1 

窓 口 開 設 時 間 平日 午前8時30分から午後5時15分まで 

連 絡 先 電話：045-329-3447    

相 談 窓 口  座間市役所 介護保険課 介護苦情相談係 

所 在 地 〒252-8566 座間市緑ケ丘一丁目1番1号 

窓 口 開 設 時 間 平日 午前8時30分から午後5時15分まで 

連 絡 先 電話：046-252-7719   
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１３．運営法人の概要 

事 業 者 株式会社 Worth Living 

代 表 者 代表取締役  鈴木 恒輔 

所 在 地 〒252-0021 神奈川県座間市緑ヶ丘六丁目１３番６号 

連 絡 先 電話：046-211-0832   FAX：046-289-3001   

事 業 所 居宅介護支援事業所 ワースリビング座間 

管 理 者 介護支援専門員 鈴木 恒輔 

所 在 地 〒252-0021 神奈川県座間市緑ヶ丘6-5-11 

連 絡 先 電話：046-211-0832   FAX：046-289-3001   

 

１４．ケアマネジメントの公正中立性確保 

   当事業所のケアプランにおける訪問介護・通所介護・地域密着型通所介護・福祉用具貸与の利用 

状況は別紙の通りです。 

 

【説明確認欄】  

居宅介護支援サービスの提供開始にあたり、重要事項について本文書を交付し、説明しました。 
 

 

  

 

 

 
 

令和 年 月 日  

 

説明者                    

 

【利用者確認欄】 私は重要事項について説明を受け、同意し、交付を受けました。 

 

令和      年 月 日      利用者               ㊞  

  

上記代理人               ㊞   

事 業 者 所 在 地  〒252-0021 神奈川県座間市緑ヶ丘六丁目１３番６号 

  名 称     株式会社 Worth Living 

   

    代表取締役    鈴木 恒輔      ㊞ 

   

事 業 所 所 在 地 〒252-0021 神奈川県座間市緑ヶ丘6-5-11  

  名 称  居宅介護支援事業所 ワースリビング座間 
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